
石綿事前調査結果報告システムについて



法令・制度説明



石綿障害予防規則等の改正のポイント（令和２年７月公布）

改正前 改正後 ※下線部分が改正内容

レベル１

石綿含有吹付け材

レベル１

石綿含有吹付け材

レベル２

石綿含有保温材、

耐火被覆材、断熱材 レベル２

石綿含有保温材、

耐火被覆材、断熱材

レベル３

スレート、Pタイル、

けい酸カルシウム板1種等

その他石綿含有建材

けい酸カルシウム板

1種※２（破砕時）

仕上げ塗材（電動工

具での除去時）

レベル３

スレート、Pタイル等

その他石綿含有建材

事前調査
※調査方法を
明確化

資格者による
調査

調査結果の３
年保存、現場
への備え付け

作業計画

作業状況等の
写真等による
記録・３年保
存

掲示

湿潤な状態に
する

マスク等着用

作業主任者の
選任

作業者に対す
る特別教育

健康診断

負圧隔離

集じん・排気
装置の初回時、
変更時点検

作業開始前、
中断時の負圧
点検

隔離解除前の
取り残し確認

等

計
画
届
（
レ
ベ
ル
２
も
計
画
届
）※

十
四
日
前

隔離
※負圧は不要

事
前
調
査
結
果
等
の
報
告
（
一
定
規
模
以
上
の
工
事※

１

が
対
象
）

※１ 解体部分の床面積が80m2以上の建築物の解体工事、請負金額が100万円以上の建築物の改修工事及び特定の工作物の解体・改修工事
※２ 石綿含有けい酸カルシウム板１種（天井、耐火間仕切壁等に使用）：レベル１・２ほどの飛散性はないが他のレベル３より飛散性が高い

事前調査

作業計画

掲示

湿潤な状態に
する

マスク等着用

作業主任者の
選任

作業者に対す
る特別教育

健康診断

負圧隔離

集じん・排気
装置の初回時
点検

作業開始前の
負圧点検

等

計
画
届※

十
四
日
前

作
業
届※

工
事
開
始
前
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解体作業等における
事前の措置

情報提供
（発注者・注文者）

（８条、９条）

事前調査
（３条、４条の２（結果報告））

※１、※２

作業計画
（４条）※１

労働基準監督署への

事前の届出
（安衛法88条、安衛則86，90条）※２

建築物等の解体作業等における措置

○発生源対策
・湿潤化
（１３条）※１

○ばく露防止対策
・呼吸用保護具
・保護衣
（１４条等）※１

○隔離
負圧あり：（６条）※１
負圧なし：（６条の２、６条の３）※１

○立入禁止
（７条）※１

○健康診断 （４０条） ※２

○管理
・石綿作業主任者
（１９条、２０条）※１

・特別教育
（２７条）※１

・付着物の除去
（３２条の２）※１

・飲食喫煙の禁止
（３３条）※１ ※２

・掲示
（３４条）※１

・作業の記録
（３５条、３５条の２）※１、※２

・保護具等の管理
（４６条）※１

罰則について： ※１ 6月以下の懲役又は50万円以下の罰金 ※２ 50万円以下の罰金

石綿障害予防規則の概要（改正後：建築物等の解体・改修作業）
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石綿システム
の対象業務



令和２年度

事前調査方法の明確化

４月10月

分析調査を不要とする規定の
吹付け材への適用

事前調査・分析調査を行う者
の要件新設

事前調査及び分析調査結果の
記録等

解体・改修工事に係る事前調
査結果等の報告制度の新設

石綿含有成形品に対する措置
の強化（切断等の原則禁止）

作業実施状況の写真等による
記録の義務化

計画届の対象拡大

けい酸カルシウム板第１種を
切断等する場合の措置の新設

負圧隔離を要する作業に係る
措置の強化

４月 ４月

改
正
石
綿
則
・
安
衛
則
の
公
布

周知 令和３年４月施行

労働者ごとの作業の記録項目
の追加

発注者による事前調査・作業
状況の記録に対する配慮

７月

仕上塗材を電動工具を使用し
て除去する場合の措置の新設

10月

石綿障害予防規則等の改正事項と施行日

令和３年度 令和４年度 令和５年度

周知 令和３年４月施行

周知、事前調査・分析調査を行う資格を有する者の育成（全国的な講習の実施）
令和５年
10月施行

周知 令和３年４月施行

周知 令和３年４月施行

周知、電子報告システムの開発 令和４年４月施行

周知 令和３年４月施行

周知 令和３年４月施行

周知 令和２年10月施行

周知 令和３年４月施行

周知 令和３年４月施行

周知 令和３年４月施行

周知 令和２年10月施行
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施行日前であっても必要な
知識等を有する者に
行わせることが望ましい！

それぞれの施行日以降に開始
される工事/作業から適用
（調査時点ではないことに留意）



解体・改修工事に係る事前調査結果等の報告制度の新設（第４条の２）

■ 以下のいずれかの工事を行おうとするときは、あらかじめ、事前調査の結果等を労働基準
監督署に電子報告しなければならないこととする。

＜報告が必要な工事＞

① 解体工事部分の床面積の合計が80m2以上の建築物の解体工事

② 請負金額が税込100万円以上である建築物の改修工事

③ 請負金額が税込100万円以上である特定の工作物の解体又は改修工事

④ 総トン数が20トン以上の船舶（鋼製のものに限る）の解体又は改修工事（※令和４年１月13日厚生労働省令第３号に
より追加）

【ポイント・留意事項】
※報告が必要となる基準であって、事前調査そのものが必要となる基準ではないことに留意

(例：床面積・請負金額にかかわらず、建築物の解体・改修工事は原則事前調査が必要
事前調査結果の報告対象とならない工作物も原則事前調査は必要）

※石綿がなしでも報告が必要。石綿全面禁止日（着工日等が平成18（2006）年９月１日）以降の
建築物・工作物・船舶であっても報告が必要。

（ただし、令和２年基発0804第８号記の第３の（１）ア③「事前調査の対象とならない作業」に基づき事前調査を行わなかったもの
については報告不要）

※同一工事を複数事業者が請け負っている場合は、元請事業者がまとめて報告する必要。

※法的に報告が必要となる項目は、石綿則第４条の２第２項のとおり。

（①建築物・工作物・船舶のいずれの工事か、②新築工事の着工日が2006年9月1日以降か否か､

③事前調査者の資格要件の施行（2023年10月1日）の前後、④石綿の有無 等によって報告項目が異なってくることに留意）
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建築物の例







工作物の例

表面続き（請負事業者情報）、裏面（事前調査結果・措置等）
の記載事項は建築物の例と同様なので割愛



船舶の例

表面続き（請負事業者情報）、裏面（事前調査結果・措置等）
の記載事項は建築物の例と同様なので割愛

船舶の請負金額について：法令上報告の必要はないが、システム上でエラーが出る場合は
0を入力（注意喚起メッセｰジ「申請してよろしいですか？（建築物の改修工事、工作物の解体・改修工事の場合は
請負金額100万円以上（税込）が報告の対象となります）」が表示されるが、そのまま報告して差し支えない）

0



新築工事の着工日が
2006年９月１日（石綿
全面禁止日）以降の例

表面続き不要 ・・・石綿作業に係る請負業者は存在しないはず
裏面不要 ・・・法令上報告事項ではない（石綿則第４条の２第２項柱書き）

・建築物の解体工事の場合、床面積が必須
・建築物の改修工事、工作物の解体又は改修工事の場合、請負金額が必須
・船舶の場合はどちらも不要（船舶の場合、法令上報告の必要はないが、システム上でエラー

が出る場合は請負金額に「0」を入力（注意喚起メッセｰジ「申請してよろしいですか？（建築物の改修工

事、工作物の解体・改修工事の場合は請負金額100万円以上（税込）が報告の対象となります）」が表

示されるが、そのまま報告して差し支えない）



参考：令和４年基発０１１３第１号「石綿障害予防規則等の一部を改正する省令及び厚生労働省の所管す
る法令の規定に基づく民間事業者等が行う書面の保存等における情報通信の技術の利用に関する省令
の一部を改正する省令の施行について」（抄）

３ 細部事項
（１）略

（２）平成18年９月１日以降に着工若しくは輸入又は定期検査等を実施した船舶に係る事前調査の結果等の報告の取扱い
（新石綿則第４条の２関係）
（前略）平成18年９月１日以降に着工又は輸入した船舶について、新石綿則第４条の２に基づく報告を行った部分のその

後の改修工事に際しては、再度の報告は不要であること。 ・・・工作物と同様（建築物には適用はないので注意！）
（中略）平成18年９月１日以降に解放検査を伴う定期検査等を実施した場合は、当該定期検査等に伴い解放した部分の

改修工事について新石綿則第４条の２に基づいて報告を行った部分と同一部分の改修工事に際しては、２回目以降の報
告は不要であること。・・・船舶のみ

（３）建築物等に係る事前調査の結果等の報告事項（新石綿則様式第１号関係）
ア 船舶に係る事項

船舶に係る事前調査の結果等の報告は、建築物及び工作物と同様、様式第１号により行うものであること。ただし、船
舶については「解体工事を行う床面積の合計」及び「解体工事又は改修工事の請負金額」の報告は不要であり、船舶の
構造の概要については総トン数を工事の概要と併せて記載すれば足りること。
イ 建築物等に係る共通事項
➀ 「担当者のメールアドレス」は任意の報告項目であるので、空欄でも差し支えないこと。

② 「建築物等の概要」のうち、「構造」、「耐火」、「延べ床面積」、「階数」（地上階及び地下階）は、建築物に係る工事が
含まれない場合は記載を要しないこと。なお、工作物及び船舶にあっては、「その他工作物・船舶」の欄において該当
する工作物又は船舶を選択するとともに、工事の対象となる工作物又は船舶の名称や種類及び解体工事又は改修
工事の別は工事の概要欄に記載すること。

③ 解体工事又は改修工事の実施期間、石綿に関する作業の開始時期及び作業に係る石綿作業主任者は、報告時
点における予定を記載すれば足りること。

④ 事前調査の結果及び予定する石綿の除去等に係る措置の内容は、作業対象となる材料について記載すれば足り
ること。また、その他の材料には、ガスケット、パッキン等が含まれる趣旨であること。



システム入力の概要について



報告にあたっての留意事項

プレースホルダー
（記載例をグレー字
で記載）

必須マーク（赤四角）

ツールチップ（？マーク）
（各項目の説明を記載）

・必須マークは、いかなる工事でも入力が必須
の項目のみに付しています。

（空欄の場合は原則として報告が受け付けられ
ません）

・工事内容に応じ、必須マークが付いていない
項目であっても法令上必要な場合があります。

報告が受け付けられたことをもって、当該報告
が適法であることを保証するものではありませ
ん。（報告前の最終確認画面で、注意喚起メッセージ
等を出す仕組みとしていますが、必ずしも全ての法令
事項を網羅しているものではありません。また、適法な
内容であっても注意喚起メッセージが表示される場合
もあります。）

→入力にあたっては、法令を確認するとともに、

各項目の説明や記入例を確認の上、事業者の
方の責任のもと報告を行ってください。

・申請区分は、特段の理由がなければ労働安全
衛生法、大気汚染防止法の両方が☑されたまま
進めてください（船舶に係る工事のみ、大気汚染
防止法の☑を外してください）

申請区分：原則両方
（船舶のみ、大気汚染
防止法の☑を外す



報告にあたっての留意事項（項目ごとの入力時の注意点）

【住所】

郵便番号が必須であり、郵便番号から住所が
自動入力されるので、郵便番号から入力するこ
とをお勧めします。

（郵便番号は半角数字の入力ですが）住所そ
のものを入力する欄は、数字等を含めて全角で
入力する必要があります。
（例：「１－２３ー４ ４Ｆ」 → 〇

「1-23-4 4F」 → × 申請しようとしてもエラーが

出て修正を求められます）

※ほか、工事の名称、工事の概要、氏名、自由
記述欄等の文章を入力する箇所について同様

数字、ハイフン、英語
等も全て全角で！



報告にあたっての留意事項（項目ごとの入力時の注意点）

【新築工事の着工日】

解体又は改修等の対象となる建築物等が建築・
製造等された時の着工日を記入してください。
（竣工日ではありません）
輸入した船舶については輸入日を記入ください。
不明な場合は「不明」をチェック

カレンダーで日付を選択できますが、
「1980/01/01」のように半角数字で直接入力する
ことも可能です。
（カレンダーが表示されない年月日も直接入力すること
が可能。他のカレンダー機能についても同様）

【事前調査を実施した者】
新築工事の着工日が2006年８月31日以前で、か
つ解体・改修工事の開始日が2023年10月1日以
降の場合に入力が必要。

事前調査を実施した者が元請職員でない場合（外

注した場合、請負事業者が実施した場合を含む）も、元請事
業者情報の欄に記載してください。
※分析調査を実施した者も同様

一方、作業主任者は、該当する事業者の欄に記載
（元請に作業主任者の記載がない場合もあり得る）

（記載する場合）元請
職員でなくても元請
事業者情報の欄に記
載する
（請負人が実施した場合はさ
らに該当する請負人の欄に
も記載）

カレンダー機能で
年月日を選択

1980/01/01

のように直接入
力も可能

着工日であって

竣工日ではないこと
に注意



報告にあたっての留意事項（項目ごとの入力時の注意点）

【事前調査結果】
工事の対象となる建材のみを入力します。

（「無」とは、工事対象となる建材はあるが、石綿
が「無い」ことを意味します。）

石綿が「無」の場合は、含有無しと判断した根拠
を選択します。

石綿が「有」「みなし」の場合は、作業の種類（レベ
ル１，２建材に限る）、切断等※の有無、作業時の
措置をそれぞれ選択します。
※切断等とは、切断、破砕、穿孔（穴開け）、研磨等をいいます

（「有」「みなし」「無」を入力することによって
入力不要となる項目がグレーアウトします）

石綿「無」の場合は

判断した根拠を選択
（複数選択可）

石綿「有」「みなし」の
場合は作業の種類、
切断等の有無、作業
時の措置を選択

（作業時の措置は複
数選択可）



注意を要する報告内容 （申請者向け詳細マニュアルP45を参照）

【吹付・保温材等がある場合で、負圧隔離を行わないことが合法的な場合の例】

グローブバックの場合、負圧隔離が選択されていなくても合法
（下記は湿潤化、呼吸用保護具の着用がある場合の例）

囲い込み作業で石綿等の切断等を伴わない
場合、負圧隔離が選択されていなくても合法

保温材等について、石綿非含有部分で切断
することにより除去を行う場合、負圧隔離が
選択されていなくても合法


